	カルチャーセンター


カルチャーセンターの売上高は、近年の余暇市場の縮小基調、主な受講者層である中高齢者や女性以外の新規受講者層の開拓が途上であることなどを背景に、横ばいまたは微減の状況で推移し、利益水準もやや低調である。今後は、働き方改革に伴う生活様式の変化や一定規模の退職者の存在などの背景が業界の動向に大きく影響する可能性もあり、講座の企画次第では、新たな受講者の獲得や市場拡大が見込めるとの期待も一部にみられる。
業界の概要
カルチャーセンター(文化センター､文化教室等含む)は、社会人等に社会教育【学校教育法に基づく学校の教育課程として行われる教育活動を除き､主として青少年及び成人に対して行われる組織的な教育活動(体育及びレクリエーションの活動を含む)】の機会を提供する民間の教養講座で、生涯学習の理念【国民一人一人が､自己の人格を磨き､豊かな人生を送ることができるよう､その生涯にわたって､あらゆる機会に､あらゆる場所において学習することができ､その成果を適切に生かすことのできる社会の実現】の一翼を担うサービス事業である。
｢特定サービス産業実態調査(カルチャーセンター編)｣(経済産業省が平成17年次まで実施)の対象は、『広く一般の利用者に対して、恒常的、かつ継続的に｢教養の向上」、「趣味･けいこごと」など様々な分野にわたる学習講座を有料で提供する民営の事業所で、専従の職員及び固定した教室を有する施設』であった。現在は「教養･技能教授業」の一環で調査が行われ、｢カルチャーセンター｣は、｢領域の異なる複数の講座を開設しており、主となる事業形態が特定できない事業所｣とされる。
事業の源流は、産経新聞社の協力を得て1955年に東京大手町に開設された｢産経学園｣で、以後、新聞社系や放送局系のカルチャーセンターが相次いで開設された。現在は、マスメディア系のほか、専業者、百貨店･量販店、金融系･交通機関、その他(生活協同組合､ホテル等)などの事業主体も講座を提供しており、各事業主体は、広報、広域ネットワーク、好立地・利便性、商業施設の集客装置など、それぞれの強みや目的を活かして受講者を獲得している。
学習講座領域は厳密に規定されておらず、経済産業省は、｢教育の向上､趣味･けいこごと､体育･レクリエーション､家庭教育･家庭生活､職業知識･技術の向上､市民意識･社会連帯意識､その他」の７つに区分し、矢野経済研究所は、｢教育関連サービス､生涯学習､文化｣の各事業をカルチャーセンター市場と総称している(教育産業白書2018年版)。経済産業省は、講座領域が一つだけの場合、又は大学公開講座、学習塾、専修学校、料理学校、各種学校、碁会所や人材育成を目的としたもの及びフィットネスクラブやスイミングスクールなどスポーツのみを目的とする施設をカルチャーセンターに含めていない。
大阪の地位
カルチャーセンターは、日本標準産業分類｢教育,学習支援業｣(大分類)の｢その他の教育,学習支援業｣(中分類)の｢教養･技能教授業｣(小分類)の｢その他の教養･技能教授業｣ (細分類)に含まれる。同業種には、囲碁･編物･着物着付･料理･美術･工芸(彫金､陶芸など)の各教室、教養講座、舞踏教授所(日本舞踊,タップダンス､フラダンスなど)、ダンス･ジャズダンス･フラワーデザイン･カルチャー(総合的なもの)の各教室、家庭教師、パソコン教室などが含まれる。｢教養･技能教授業｣(小分類)に占める割合は、事業所数、従業者数とも約３割である。
｢特定サービス産業実態調査報告書(教養･技能教授業編)｣によると、2018年は、事業所数31、年間売上高37億1,900万円、受講者･利用者数95,873人で、対全国比はそれぞれ、4.5％、7.5％、9.4％である。事業所数は、神奈川、東京、兵庫の３都県が70以上と突出して多く、福岡、静岡、愛知、埼玉、千葉の各県が続き、大阪府は全国で９番目に多い(経済産業省『平成30年特定サービス産業実態調査(確報)教養･技能教授業』)。
また、全国民間カルチャー事業協議会のウェブサイトに登録されている検索可能な教室・スクール449のうち、大阪府の教室･スクールは23で、東京、埼玉、神奈川、兵庫、千葉、愛知の各都県についで多く、上位７府県で全体の半数を占め、大都市に集積している。
業績は横ばいもしくは微減
カルチャーセンターの収入は、入会金、受講料、その他で構成され、受講料収入が９割程度を占める。受講料は講座によって異なるが、講座１回当たり概ね２千円前後である。2018年の｢家計調査(家計収支編､総世帯)｣によれば、｢月謝類｣の全国の年間支出金額は27,777円で、支出額全体は2015年から３年連続で毎年１～３％程度減少し、スポーツ月謝が全体の約３割を占めて多い。大阪市の支出額は22,208円で、全国及び奈良市(33,808円)や京都市(29,670円)を下回る。大阪の受講者は価格に対する感度が高く、2014年の消費税引き上げの際には受講者が減った。しかし、今秋の増税では事前に告知を行うなどの対応により、受講者の大きな減少は見込まれていない。

矢野経済研究所によれば、2017年度のカルチャーセンターの全国の市場規模は前期比1.8%減の391億円で、東日本大震災後の反動増があった2012年度を除き、減少傾向が続いている。事業者に共通してみられる減少要因は、受講者層の高齢化及び女性や高齢者が多い構成に対して新規受講者層の開拓が十分に進んでいない、語学習得や健康増進などの目的に特化する事業者との競合、教育機関や公的機関が提供する教養講座との競合、ウェブコンテンツ(YouTube､ココナラ)の普及などである。また、矢野経済研究所による2017年度のお稽古･習い事の市場規模は前年度比0.3％増の１兆9,848億円で、内容により受講者数を伸ばしている講座もあると考えられ、社会教育全体でみると市場は底堅く推移しているとも考えられる。
大阪の事業者でも上記と同様の状況がみられる。受講者と受講料収入は、前年度に比べると１～２％程度減少しており、近年は下降傾向である。継続講座でない単発や短期の講座に対する需要が多く、安定した受講料収入の確保が困難化するとともに、多様で細分化された受講者の嗜好やニーズに対応できるきめ細かいサービスの開発･提供が求められている。また、講座の魅力を高め受講者を確保するため、講師報酬、人件費、広告宣伝費、各種媒体や教材などの印刷費、賃料、光熱費などの固定費の軽減は容易でなく、収益の確保が難しくなっている。このため、採算の良い講座数に絞るケースもみられる。
一方、数人程度の小規模の講座を機動的に開催して教室の回転を高めることができているケースがみられる。また、商業施設に併設されるセンターは集客施設の機能を併せ持ち、子育て世代の親子や若い女性などの幅広い受講者層をバランス良く開拓できているケースもみられる。これらの取組み限定的ではあるが、新たな市場開拓につながる状況もみられる。
設備投資にはやや慎重

教室や事務所、机などの事務機器、教育機器、冷暖房機器などの施設や備品と定期的なメンテナンスが必要になるため状況に応じて設備投資が行われているが、市場の弱い動きを受けて必ずしも積極的とはいえない。講座によって器材などの新規の設備投資が必要になる場合には、受講者の獲得可能性や採算性を精査して投資を実施するかどうか慎重に検討するケースもみられる。また、複数ある教室を集約整理したり貸し出すケースもある。
企画開発力のある人材の確保と育成が課題
女性の就業者が多い業界である。働きたい人も一定数存在するため人材確保の困難性は低いが、アルバイト･パートで就業する人が多く、家庭生活と両立できる勤務シフトに配慮が必要な場合がある。市場開拓の面では、講座の企画開発に中心的な立場で関わることのできる専門性を持った人材を確保し育成する余地が大きい。
今後の見通し

カルチャーセンターの業況は横ばいか減少傾向にあり、特定の分野に特化するスクールに比べて、総合的な内容で講座を提供する特徴を十分に訴求できているとはいえない。主な受講者層の中高年齢の女性に加えて新たな受講者の開拓が求められるが、子どもへの教育投資、一定規模の退職者の存在、働き方改革に伴う余暇時間の増加、副業･兼業の奨励などは幅広い世代の生涯学習のニーズを高め、中長期的に潜在的な需要につながる可能性もある。例えば、各受講者の個別ニーズへのきめ細かい対応、商業施設や他の施設等と連携した事業展開、アクセスの良さの追求、発表の場の創出、総合性を活かした重層的な学びの機会の提供など、｢学び｣と｢受講者同士の交流｣を核にした事業内容の拡充が求められている。
 (天野　敏昭)
※前回の調査時期は、平成21年７～９月期
図表１　「その他の教養・技能教授業」の事業所数・従業者数(大阪府・全国)
	年
	その他の教養・技能教授業
囲碁、編物、着物着付、料理、美術、工芸、教養講座、舞踏教授所、ダンス・ジャズダンス・フラワーデザイン・カルチャー（総合的なもの）の各教室、家庭教師、パソコン教室
	大阪府
	全国

	
	
	事業所数
	従業者数(人)
	事業所数
	従業者数(人)

	2009
	（細分類）その他の教養・技能教授業
	1,713
	7,795(男2,012、女5,783)
	23,902
	94,166(男26,237、女67,929)

	2012
	（細分類）その他の教養・技能教授業
	1,642
	7,806(男1,953、女5,853)
	22,245
	90,519(男25,501、女65,013)

	2014
	（細分類）その他の教養・技能教授業
	1,652
	7,023(男1,965、女5,058)
	23,270
	89,813(男26,134、女63,677)

	2016
	（細分類）その他の教養・技能教授業
	1,546
	6,351(男1,709、女4,604)
	21,571
	82,034(男25,245、女56,415)

	2016
	（小分類）教養・技能教授業
	5,496
	20,612(男7,172、女13,293)
	81,440
	271,690(男91,673、女177,798)

	2016
	（大分類）教育，学習支援業
	11,546
	143,651（男69,054、女74,295）
	167,662
	1,827,596(男887,555、女934,447)


資料：総務省統計局「経済センサス－基礎調査（平成21年及び26年）」、「経済センサス－活動調査（平成24年及び28年）」
図表２　カルチャーセンター業務の事業所数、従事者数、年間売上高、受講者数･利用者数
	年
	全国
	大阪府

	
	該当事業所数
	教養･技能教授業務の事業従事者数
（人）
	年間売上高
（百万円）
	受講者数･利用者数
（人）
	該当事業所数
	年間売上高
（百万円）
	受講者数･利用者数
（人）

	2009
	1,341
	78,230
	109,093
	2,307,405
	194
	10,191
	138,821

	2010
	1,050
	63,337
	76,551
	1,235,887
	81
	13,159
	177,968

	2013
	805
	41,397
	44,142
	1,329,107
	99
	2,918
	159,756

	2014
	1,097
	67,845
	77,610
	1,772,541
	87
	4,418
	159,476

	2015
	1,077
	79,608
	59,870
	1,314,991
	163
	5,546
	78,441

	2017
	1,465
	84,980
	58,523
	1,316,618
	83
	3,457
	53,346

	2018
	681
	79,557
	49,289
	1,024,129
	31
	3,719
	95,873


資料：経済産業省大臣官房調査統計グループ「特定サービス産業実態調査報告書（教養・技能教授業編）」（平成21、22、25、26、27、29、30年）。
注１：調査対象の範囲は、日本標準産業分類に掲げる細分類7749「その他の教養・技能教授業」のうちカルチャー教室（総合的なもの）に属する業務を営む事業所。
注２：特定サービス産業実態調査報告書URL　https://www.meti.go.jp/statistics/tyo/tokusabizi/index.html
業種別景気動向調査　2019（令和元）年7～9月期
大阪産業経済リサーチ＆デザインセンター

